
台風第９号災害における佐用町の取り組みについて

１．主な被害の概要

人 死者 18 名、行方不明者 2 名 <合計 20 名>

住 家 全壊 139 棟、大規模半壊 269 棟、半壊 483 棟、床上浸水 157 棟、床下浸水 742 棟 <合計 1,789 棟>

ライフライン 停電戸数 約 2,700 戸、断水世帯 約 4,750 世帯

道 路 全面通行止 県管理道路 24 箇所、町管理道路 52 箇所

鉄 道 不通 播磨新宮駅～美作江見駅間（JR 姫新線）、久崎駅～大原駅間（智頭線）

公共土木施設※1 県管理施設※2 260 件 17,274 百万円、町管理施設 207 件 2,046 百万円

農地・農産物 農地 232 件 799 百万円、農業用施設 184 件 735 百万円、農産物 549ha204 百万円

治 山 152 件 1,419 百万円

被害数値はピーク時※

※1

※2

道路、河川、砂防、橋梁等

光都土木事務所管内合計

２．被災者支援

生活再建支援金(国) 申請件数 430 件 291 百万円（全壊、大規模半壊）

生活再建支援金(県・町) 給付件数 615 件 130 百万円（半壊、床上浸水）

災害見舞金(町) 給付件数 1,370 件 78 百万円

災害援護金(県) 申請件数 1,047 件 111 百万円

住宅応急修理 支援件数 454 件 177 百万円

仮設住宅建設 上月地区 24 戸（70 人）、久崎地区 18 戸（40 人）

フェニックス共済 加入者 187 戸のうち、178 戸が申請済（給付率 95.2％）

心のケア 相談件数 379 件、被災者生活状況等のアンケート調査実施

スクールカウンセラー 相談件数 576 件（児童生徒 309 件、教職員 225 件、保護者等 42 件）

義援金 総額 213 百万円

※ 各種件数・金額は平成 22 年 11 月 22 日現在

河川漂流物による住家被害状況 佐用川の被害状況



３．復興に向けた取り組み状況

１）佐用町の災害復旧事業の進捗 (H22 年 10月 31 日現在)

件数 率 件数 率
補助事業 78 77 98.7% 53 67.9%
単独事業 46 17 37.0% 8 17.4%
補助事業 101 98 97.0% 53 52.5%
単独事業 39 23 59.0% 8 20.5%

橋梁（補助事業） 17 9 52.9% 1 5.9%
281 224 79.7% 123 43.8%

補助事業 232 194 83.6% 74 31.9%
単独事業 19 19 100.0% 16 84.2%
補助事業 184 148 80.4% 87 47.3%
単独事業 76 76 100.0% 58 76.3%

小災害（単独事業） 794 794 100.0% 582 73.3%
1305 1231 94.3% 817 62.6%

1586 1455 91.7% 940 59.3%公共土木＋農地農業用施設

農地農業
用施設

農地

農業用施設

小計

小計

発注 完成

河川

道路
公共土木
施設

件数

２）被災者等へのきめ細かな支援

仮設住宅入居者 健康面や今後の再建予定についてアンケート調査実施（2 回）、個別相談

災害遺児 義 援 金 か ら 基 金 を 設 置 し 、 高 校 卒 業 ま で の 修 学 支 援 を 行 う 制 度 を 創 設

こころのケア相談 保健師等による相談を引き続き実施

空き店舗対策 子育てほっとステーションを２箇所設置（久崎、佐用）

３）佐用町災害復興計画

H21 年 11 月に有識者、地域代表等による「佐用町災害復興計画検討委員会」を設置。
地域との意見交換会や住民アンケート調査結果を踏まえ、①生活基盤の再生、②災害に
強いまちづくり、③地域の活力向上を目標とする「佐用町災害復興計画」を H22 年 3 月
に策定.

４）台風第 9 号災害の検証

H22 年 1 月に災害対策の専門家による「佐用町台風第 9 号災害検証委員会」を設置。
町の災害対応全般について検証を行い、町の防災力を高めるための 90 項目を提言する
報告書を H22 年 7 月に町へ提出。

５）感謝のつどい

災害時、全国から佐用町に来ていただいた 16,000 人を越えるボランティアに対し、
心からのお礼と感謝の気持ちを伝えるとともに、ボランティアのかたとの「絆」をさら
に深めて、佐用町が今まで以上にきらめくことを目的として H22 年 8 月に開催。

４．今後の主な取り組み

災 害 復 興 計 画 の 推 進 各事業を着実に推進するとともに、進捗状況等のフォローアップを行っていく

検証委員会提言の実現 地域防災計画改訂、防災マニュアル整備、防災力を高めるため地域との取り組みなどを推進

被災者支援
水害後１年経過のアンケート実施、こころのケア継続

仮設住宅入居者の再建支援、復興住宅の建設 など


